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はじめに

　日本的経営とは何かの解明を緊急の課題とす

ると同時にこの課題達成に重要な契機を与える

二つの事情が進展しつつある。

　まず第一には，1991年以降の不況によるリス

トラや雇用調整の進展が日本的経営の諸要素に

異なる作用を及ほすことで，そもそも日本的経

営の特質とは何か，の再検討の必要を提起して

いるという点である。すなわち，90年代の深刻

な不況過程で，大企業の経営者側から日本的経

営改革の必要が強調され現に変質しつつあるの

は，いわゆる三本柱のうちもっぱら終身雇用制

と年功序列制であって企業別組合の在り方が問

われているわけではない1）。企業別組合が他の

二つの柱とは同じ日本的経営の土台と言っても

異なる意味と性格を持つことを改めて提起した

と言える。しかも日本的経営を広く日本のとり

わけ製造大企業で独自な発展を遂げた生産・労

働・管理面での諸手法や慣行と理解した場合、

多能工やQCサークル，J　I　TやTQC，下請

一系列制度などのような製造・作業面での日本

企業の特質も，90年代不況の中で競争力の維持

強化のためにより強化が目指される事はあって

も，終身雇用制や年功序列制のようにその崩壊

や変質が強調されることはない。同じ日本的経

営を構成する諸要素といってもそれぞれの意

味，役割や相互の関連について問い直されなけ

ればならない，ということである。

　日本的経営の解明を経営経済学の緊急の課題

として迫るもう一つの事情は，1980年代以降，

日本的経営が国際的な注目を浴び欧米企業にお

いてもその競争力強化を目指す改革のために日

本企業で発達した諸慣行を適用するという歴史

的に新しい事態が生じているということであ

る。日本とは異なる諸慣行をもつ企業経営への

日本的手法の導入過程を日本企業での形成・確

立過程と比較対照することができれば日本的経

営の特質解明に大きな意味を持つ。

　本稿は，以上二つの事情のうち特に後者に注

目し，日本企業で発達した諸慣行の英国企業へ

の導入を意図した諸改革を考察することで日本

的経営の理解を深めようとするものである。

1　英国企業における生産・雇用慣
　　行の改革

　英国企業への日本的手法の適用は，欧米では

クオリテイ・サークルと呼ばれるQCサークル

活動の導入として始まった。ユ970年代以降のこ

とである。日本企業では高度経済成長期におけ
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る作業・管理面の諸変革過程を総括する一つの

到達点として登場したが，英国企業では反対に

その後の諸改革の始まりを告げる出発点として

その導入が試みられた。たとえば次のように指

摘されている。

　「1970年代末の英国における本国および外国

製造企業へのクオリテイ・サークルの適用は，

日本的生産方法の模倣を試みる多くの企業が経

験したプロセスの一般に最初と見なされる。」2〕

　英国企業におけるクオリティ・サークルの導

入及び普及状況や日本企業のQ　Cサークル活動

との内容面の対比については別に言及する機会

があったのでここでは繰り返さない3〕。ただし

次の一点のみ指適しておきたい。すなわち，一

般にユ980年代後半期以降，英国企業で次第に進

展する作業・管理面での諸改革はクオリテイ・

サークルの導入や普及の困難を経験し，クオリ

ティ・サークルそのものよりもむしろその適用

の条件や前提の確立の方に注目の焦点が移った

結果という一面をもっている，という点である。

ll〕7箏例にみる詣O行改革の全服的聰向

　ここで取り上げるのは，英国企業における労

使関係に関する最新の動向を紹介し，その特徴

の分析を使命とするもっとも基準的文献である

I　RRR誌（月2回発行）にユ988年以降掲載さ

れた7社の事例である。7社とは，①Borg
Warner（自動車トランスミッソンエ場，南ウ

ェールズ，No．418－1988年6月）ω，②Metal

B・x社（一般包装事業部，Swi・do・のプラスチッ

クコンテナー工場をふくむ。No．424一ユ988年9

月）ヨ〕，③B・itishGyp・um社（プラスターボー

ド製造会社，No．446－1989年8月）6〕，④

Rolls－Royce社（自動車製造会社，Crewe事業所，

No．505－1992年2月）7〕，⑤RoverGroup杜（自

動車製造会社，No．514一ユ992年6月）畠），⑥

Swan　Hunter社（造船会社，No．547－1993年11

月ジ〕，⑦Leyla．dTrucks社（トラック製造

会社，No．554－1994年2月）m〕の各社である。

これらの事例にみる改革は，もちろん画一的で

はなく，各社の属する産業部門の独自な環境や

各杜の歴史の特徴などにより，それぞれ異なる

内容をふくんでいるが，重要な点で多くの共通

性をもつ。まず，もっとも基本的な共通点は，

7社の包括的改革案がいずれも労働組合に提案

され，交渉のあと，多かれ少なかれ修正を経て

合意のうえに実施されたという点である。しか

も，7社とも労働組合の数はもっとも少ない①

Bo．gWame。と⑦Ley1三ndTrucksで3組合，

④Rol1s－Royceは6組合，⑥SwanHmterでは

7組合におよぶ。この複数組合であることと，

改革の内容がこれまでになく抜本的かつ包括的

であることによって，交渉に長期間を要した。

　たとえば，③B．itishGypsumでは，1988年

2月に組合に提案されてから3つの交渉段階を

経ており，このうち第2段階はとくに長くて

15ヵ月を要し，⑤Roverが組合に提案したの

は1991年9月で，実施は92年以降，段階的にお

こなわれた。②MetalBo。では6ヵ月，④

Rolls－Royceでも「3ヵ月に及ぶ骨の折れる交

渉」（④，p．11）がおこなわれた。しかも，交

渉内容によって全国レベル，会社レベル，事業

部レベルから，事業部共通さらには工場や職場

での交渉と，多岐にわたることがある。そこで，

②MetalBo。のように，包括的改革について「よ

り直接的な目的の1つは，歴史的な理由により

極めて複雑化してきた交渉構造の合理化であっ

た」（②，p．8）と位置づけられるケースも生

じる。しかし，交渉構造の単純化はこの例にか

ぎらず，それ自体が諸事例にみる包括的改革の

共通の1特徴であって，しかも日本企業の場合

ともっとも対照的な点ともいえるので，2の（1〕

で独自に取り上げる。

　包括的改革の内容を成す個々の特徴について

は，次項以降でおこなう。ここでは，それに先

立って，改革全体を各経営者がいかに位置づけ

たかという面から概観しておきたい。①Borg

Wamer，②MetalBox，③BritishGypsum，④

Rolls－Royceで共通して強調されているのは，

今回の改革が“グリーンフィールドサイト”

（新設製造所）でのみ可能と思われるような諸
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慣行を“ブラウンフイールドサイト”（既設製

造所）に適用するという考え方のもとに実施さ

れたという点である’D。

　この点をもっとも明確に表明しているのは④

Ro1ls－Royceの例で，管理者チームの作成した

「変化のための計画」の出発点となる発想につ

いて，“もし，われわれがグリンフィールドサ

イトを得たならば一歴史を忘れゼロから出発

したと想定せよ一一事業はいかなるものであろ

うか？”（人事部長の発言）と問い，「その結果，

当チームは“ブラウンフィールドサイト”にグ

リンフィールドサイトの作業慣行と条件の設定

を求めた一労働のフレキシビリテイのすべてを

一気に」（④，p．12）と紹介している。このよ

うな意味を込めて，Rol1s－Royceは最終提案文

書のタイトルを“GreenBook”と名づけた11〕。

さらに，③BritishGypsumと⑤Roverは，こ

の時の改革が従来とは異なる包括的なものであ

るという意味を込めて，協定をとくに“New

Dea1”と呼んでいる。

　また，⑤Roverと⑦Ley1a．dT．ucksは，包

括的改革を日本型生産の別称でもあるリーン生

産あるいはリーン企業を実現する方法と位置づ

けている。Roverのばあい，「“TheNewDea1”

協定は，リーン生産の実現を確実にするために

労使関係と作業慣行を変更する試みの頂点とみ

なされる」（⑤，p．12）と指摘され，Leyla・d

Trucksでも，1993年11月の再建にともなう人

的資源戦略や作業慣行の変革について，「1989

年以来，Ley1and組立工場は“リーン生産”と

いう日本的なコンセプトを適用してきたが，こ

れはLeylandTrucksによって今や“リーン企

業”と呼ぶものへと発展させられた」（⑦，p．

14）と表現されている。

　ただし，7事例のうち⑥Swan　Hunterだけ

は事情が異なり，フレキシビリティ増大を主と

した改革はすでに1980年以来のことで，とりわ

け民営化された84年の協定以来2年ごとの協定

改定によって漸次的に進められてきたもので，

92年の協定では「現状に何の変化ももたらされ

なかった」（⑥，p．10）といわれるように，先

立つ90年協定の時点で他の6事例に相当する改

革を成し遂げていた。もちろん，他の6事例で

も包括的改革が80年代末以降に突然実現したの

ではなく，多かれ少なかれ，それ以前からの独

自な経過をもっており，その延長線上で実現し

たという性格をもっている。

　もう1点指摘しておきたいのは，改革が抜本

的な性格を帯びるのは，改革の直接的な契機で

ある企業間競争の激しさ，不況や企業危機の深

刻さの反映であるという点である。①Borg

Wamerの改革は「600人ほどの失業を生みか

ねない南ウエールズK㎝figの自動車トランス

ミッションエ場閉鎖を防ぐ土壇場での試み」

（①，p．11）の延長であり，③British　Gyp－

Sumについては，「最近まで当社はプラスター

ボード産業で完全な独占を成しており，そのた

め作業慣行の急激な再構築追求への競争圧力か

らは大部分免れていた。しかし，他の会社が当

社より安い製造価格でこの市場へ参入を始め

た」（③，p．11）という事情を背景としていた。

④Ro1ls－Royceでも，改革推進の理由として

1991年の自動車市場における「不況の深刻化」

（④，p．12）をあげ，対前年比（9月）で新

車販売17％減，自動車生産11％減，当社だけを

みると販売が対前年でほぼ半減という事態の厳

しさを指摘している。⑤Rove・の改革の背景

にも「近年，ローバーグループはその他のほと

んどの西欧自動車会社と同様に，日本の“リー

ン生産”方式からの激しい競争に直面している」

（⑤，p．12）という認識が示されている。⑥

SwanHunterは独自な経過をもつ。ここでは，

10年以上の改革にもかかわらず，1993年5月に

管財人の管理下に入り，組合自体が未来の買収

人に向けて「この会杜はフレキシブルな作業慣

行を採用しており“労使関係変革の先頭”に立っ

てきた」（⑥，p．7）とアピールしなければな

らなくなるほど，深刻な事態を抱えてきた。⑦

LeylandTmcksも，前身のLeylandBAFが管
財人管理下に入り，そのトラック部門の経営権

買収により設立されたもので，「そのまさに生

き残り」（⑦，p．13）は人的資源戦略や作業慣
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行の変革にかかっているとまで明言している。

　7事例のうち，②MetalBoxにおける改革だ

けは他と異なり，約1400万ポンドの投資により

新工場を既存工場に隣接して開設し，生産高を

3倍化する決定を直接の契機としている（cf．，

②，p．8）。I　R　R　R誌の記事からは，これ以

上詳しい事情はわからないが，ここ以外はきわ

めて深刻な経済危機を直接の契機としており，

改革に企業の生き残りをかけている。こうした

背景となる企業存続の危機が改革内容の多様さ

に統一的性格を与えており，最初に検討すべき

改革部分が何かをも示唆している。次項以下で

みるように，7事例にほほ共通な改革内容を，

相対的に異なる3つの部分にわけることができ

る。

　まず第1には，生産面の諸慣行なかでも作業

憤行の改革で，炸業者のフレキシビリティと

チームワーキングを中心としている。この作業

慣行改革の条件となる訓練，職務種類や職務等

級数の削減および雇用条件の均一化などの実施

が，第2の部分である。3番目の領域は，労働

組合関係面の改革およびマネジメント・労働者

間のコミュニケーション強化の諸施策である。

もちろん，改革の内容はさらにはるかに多岐に

わたるが，全体的特徴とのかかわりで相互の関

連に注目して共通する主な要素を分類すると，

ほぼ以上のとおりである。第3の部分は，節を

あらためて検討する。

12〕フレキシビリティとチームワーキング

　すでにみたように，7事例にみる包括的改革

は，従来の諸慣行や制度がコストや品質面での

国際化した企業間競争の厳しさに対応できてい

ない，という認識を出発点としているため，改

革内容のうち最初に指摘すべき中心部分は生産

面なかでもコストや品質に直接影響する作業慣

行を変革しようとする試みである。

　　「……会社が確信したのは，現在の作業慣

　行がその生産性の限界に達していたこと，そ

　してより急激な方法が今や必要とされてお

　り，新しい協定はその推進を目指したもので

あるということである」（⑤，p，13）。

　　「（コンピュータとジャストインタイム方

式に基づいた組立工程を説明したのち）Ley－

1andTrucksの生き残りと成功は上述の生産

　システムの下でできる限り効率的にトラック

　を製造するように設計された人的資源戦略と

作業憤行とに依拠していると，当社は信じる」

　（⑦，P．14）。

　　「……Rol1s－Royceはすでに新技術に相当

　な投資を行っていたしこのようなコンピュー

　タ化された設備をもっとも効率的に利用する

　ことに熱心であった。当杜はまた近い将来新

　しい領域の自動車生産を開始するねらいをも

　つ情勢にあった。加えて，当社はこの産業を

　特徴づける需要に応じての循環的変動に対し

　てより大きなフレキシビリティで応えること

　ができるようにする製造作業を開発したかっ

　た」（④，P．12）。

　作業慣行の改革のなかでも，職務フレキシビ

リティの実現は，他に比べ競争上の要請にもっ

とも直接的に応えるもので，すべての事例に共

通している。Metal　Boxの事例を紹介した次の

指摘は，この点をもっとも要領よくまとめてい

る。

　　「完全にフレキシブルな労働者の創造は長

　い間多くの経営者の目標となってきたし，数

　多くの長期間協定は多かれ少なかれこの点に

　ついての条項を特徴としてきた。Metal　Box

　ではその競争相手がもし“ゼロから出発する”

　機会をもつとすると一体何をなすであろうか

　を考えた。確認された中心的目的の1つは職

　務等級を越えたすべてのレベルにおける従業

　員の完全なフレキシビリティとモビリティで

　あった」（②，P．9）。

　何にたいしてフレキシブルかは，British

Gypsumにおける例がもっとも明瞭で，ここで

労働組合と合意した必要の第1にあげているの

が，「利用可能な生産能力の最も効果的な使用

と当社製品に対する市場の二一ズの変化に迅遠

かつフレキシブルに対応すること」（③，p．10）
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である。完全なフレキシビリティとモビリテイ

とは何かについては，Ro11s－Roy㏄についての

次の指摘が具体的である。

　　「人的能力と資源の最大限利用を確実にす

　るために，従業員はその能力の範囲内で

　Crewe事業所のどこでも，必要とされる時に

　はいかなる仕事をも引き受けることになる」

　（④，P．14）。

　　「会社はフレキシビリティと人的能力の利

　用を最大限とするために積極的に労働者の技

　能を拡大するであろう。労働組合の影響領域

　あるいは職種に基づく制限はなくなるであろ

　う。従業員は彼ら自身の個人的な力によって

　のみ制限されているいかなる／すべての既存

　の職種を含めてどのような作業についても訓

　練を受けまた担当を引き受ける事になろう」

　（同上）。

　これらの動きが，マネジメントと労働組合と

の従来の関係の変革をせまる点については，次

節で扱う。その他，フレキシビリテイやモビリ

ティと直接にかかわる改革や，新たな試みを大

きく3つにわけることができる。まず第1に，

作業者に従来とは異なる職務や職種の担当が要

請されるのだから，訓練や再訓練が欠かせない。

第2に，作業者の担当職務の固定を前提に成り

立っていた従来の職務分類や職務等級の見直し

が避けられない。第3に，細部のフレキシビリ

テイを日常的かつ頻繁に可能とするため，異な

る職種の作業者の小集団を作業編成の基本単位

とするチームワーキング方式への移行が必要と

なる。第1と第2の点は次項でみる。ここでは，

フレキシビリティにもっとも関わりの深いチー

ムワーキング方式の導入状況や，その内容につ

いて概観しておきたい。

　①BorgWamerでは，自律的作業グループ
　（Aut㎝omousWorkGroups＝AWGs）と呼ば

れるチームが設立された。その特徴は，つぎの

ように説明されている。「AWGsは直接的な作

業従業員と保全部門の従業員を包括している。

AWGsの真髄は監督者の参画なしでのチーム

作業を可能としていることで，グループのメン

バーは他のメンバーに支援やアドバイスを依頼

する。現在15のAWGsが原材料計画から品質

検査までの生産過程における日常的な責任を持

ち，これにより監督者の伝統的な役割を完全に

迂回する」（①，p．12）。

　②MetalBo。で導入されたチームワーキング

は，つぎのような内容をもつ。「チームは30人

ほどの従業員グループからなり，デマケーショ

ンの制約なしで作業する電気工，活版職工およ

びエンジニアを含む。チームは機械作業の仕上

げ，コンピュータ制御された注入型作り工程や

生産全般の流れのモニター利用による監視およ

び故障，製品変更や欠勤時のカバーのような課

業に責任を持つ」（②，p．1o）。

　③BritishGypsumにおける新協定でも，「完

全なフレキシビリティとチームワーキングヘの

移行」は中心的内容の1つとされているが，熟

練エグループを完全に工程チームヘ統合する協

定は当社の希望にとどまっている（cf，③，p．

10，13）。

　④Rol1s－Royceでも，新協定の1つの特徴と

なる「チームリーダーに指導される職場のチー

ム」について，つぎのように規定している。

「それぞれのチームの中で，メンバーは完全に

柔軟性を持ち工程（組立，機械加工，塗装など），

保全，品質／検査，清掃，作業記録や報告を含

めてその部門で行われるすべての活動に責任を

持つことになる」（④，p．13）。また，つぎの

ようにも表現される。「この改善された労働の

柔軟性の基礎を築くために，ある変革が組織構

造に必要とされると当社は考えた。そこで協約

は生産過程のすべての段階から引き寄せられる

8人から12人までで構成された職場チームの設

立を規定している。可能な限りチームは自給自

足的でチームのすべてのメンバーの支援を受け

た熟練のプールを基礎に最初から最後までの完

全な課業に責任を持つ」（④，p．14）。

　⑤Roverにおけるチームワーキングの導入

は，総合的品質改善プログラムが決定された

1987年とほほ同じ時期とされ，その意義は「チー

ムワーキングは個人が成し得ないことを成し遂

英国企業の包括的改革と日本的経営
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げるし，技能の最善の活用を可能とし，しかも

仕事をより楽しくできる」（⑤，p．12）という

点であった。チームとチームリーダーについて

は，つぎの説明がなされる。「フォアマン／シ

ニアフォアマンの役割が取り除かれ，ついで基

礎集団（ce11s）が発足した。それはそれぞれチー

ムリーダーに報告する40～50人の従業員からな

る2つのチームを典型的には備えていた。最初，

チームリーダーはラインで働く時間給労働者で

あった」．（同上）。チームワーキングの強化は

“New　Deal”でも1つの中心柱で，「基礎集団

は未だ“プロセス”中心であったとして新しい

“顧客中心”のチーム構造が最近導入され，40

ないし50人のチームがより小さな典型的には15

人のチームヘと分割されることになった」（同

上）と紹介されている。チームの機能について

は，「チームは品質，日常的な保全や整理・整頓，

工場・事務室のレイアウトや備品決定への参

画，工程改善，コスト削減，道具や資材の管理，

作業配置，ジョブローテーションや相互訓練に

責任を持つ」（⑤，p．15）ときわめて幅広い。

　⑥SwanH㎜te。は，チームを1986年協定で

「混合作業グループ」として導入した。88年協

定は，このチームのもとで「従業員が妨げのな

いフレキシビリティと互換性を受け入れる」よ

う，つぎのように規定している。「各従業員は

監督者の指揮の下にチームの中で働き，もしそ

の従業員が割り当てられた課業を実施する能力

をもつと監督者が確信するならば，必要な道具

を用いて割り当てられたいかなる課業をも実施

することになろう」（⑥，p．9）。また，この

協定でチームリーダーのポストが設けられ，

150名が熟練工の中から任命された。

　⑦Ley1andTrucksにおけるチームワーキン

グの導入は，当社の前身であるLeyland組立工

場が「“リーン生産”という日本的コンセプト

を適用した」（⑦，p．15）1989年のことで，そ

れ以降徐々に発展しており，92年には，「今で

は事実上職場における全従業員がチームのメン

バーである」（⑦，p．15）とされる。当社では，

チームは基幹工（key　operatives）によって指

導され，これは一般にいわれるチームリーダー

の役割をはたすが，その地位にたいする特別の

手当てはない点で例外的という。基幹工の責任

には「チーム会合の指導（例えば継続的改善会

合の），マネジメントからチームヘの情報連絡，

チームからマネジメントヘの意見のフイード

バック，他の基幹工との連絡そしてチームメン

バーに対する訓練の調整」（同上）が含まれる。

　事例ごとに内容や強調点は多少とも異なる

が，特徴的な強調点としてつぎの3点をあげる

ことができる。第1には，Ro1ls－Royceの事例

にもっとも典型的にみられるように，直接的生

産過程から分化し直接作業者とは別な部類の労

働者に割り当てられていた保全，品質検査，清

掃，作業記録や報告などの機能がチーム単位で

結合されており，各チーム自身が「可能な限り

自給自足的」（Rolls・Roy㏄）性格をもつという

ことで，Borg　Wamerのような「自律的作業グ

ループ」と呼ばれる自律性の強いチームも登場

している。

　第2には，このような異職種労働者の結集を

土台に，メンバー間の柔軟性，互換性あるいは

可動性を生み出し，故障や製品変更への対応さ

らには欠勤者のカバーなどをより迅速に実施

し，英国企業の職場に伝統的な職務区分を厳格

化し固定化するデマケーションを除去しようと

している点である。

　第3に，チームとチームリーダーの登場によ

り従来の監督者の機能・役割は大きく変化し

た。変化の内容と程度はさまざまであるが，チー

ムリーダーは従来のフォアマンや監督者とは異

なるポストで，たとえば，「ラインで働く時間

給労働者」（Rover）や「熟練労働者」（Swan

Hunter）から選ばれる。詳細は不明であるが，

多くは監督者層の参画なしでチームは機能する

ため，フォアマンや監督者の従来の機能が大き

く限定されたことは明らかで，Roverのばあい

には，フォアマン・シニアフォアマンの役割は

不要となり，推進者（生産エンジニア，品質ス

タッフ）となるか自主退職の道を選んだといわ

れる（cf、，⑤，P．12）。Borg　WamerやRo1ls一
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Roy㏄でも，フォアマンと監督者は廃止されて

いる（cf．，①，P．11，④，P．11）。

　チームリーダー自身が監督者的な機能の一部

をはたすという意味と，マネジメンントが従来

の監督者層を介さないで直接にチームリーダー

やメンバーを統制できるという意味がある。こ

れら英国企業のチームリーダーは，機能的特徴

という点からみると，日本では，鉄鋼企業の工

長，自動車・電機企業の班長のように自ら作業

をおこないながら監督的な機能をはたす点に本

来の監督者層との違いがある。Rolls・Royceの

事例でいわれているように，「古いフォアマン

とチームリーダーとの間のもっとも著しい違い

は，後者は自らの時問の80～90％を生産的課業

に費やすという点にある」（④，p．14）。日本

企業では，！j・集団活動のリーダーを兼ねること

の多い職位である。

　メンバー間の多様な技能の共有という点で

も，リーダーの性格からみても，これら英国企

業のチームワーキングは，日本企業の小集団活

動の基礎にある条件を整備する意味があると思

われる。実際にも，LeylandTrucksの例では，

チームごとに「継続的改善活動」が「必要なだ

け一多くは週に1時間」（⑦，p．15）開かれる。

（3〕訓靱・螂務等級敷削減・勤務条件の均一化

　チームワーキングの導入は，上のような作業

憤行面の変革をともなっているが，さらにメン

バー間のフレキシビリテイを確実にするため教

育訓練が不可欠になるし，メンバー間でのデマ

ケーションの除去や技能の平準化により従来の

職業分類や職務等級制の見直しが避けられなく

なる。まず，教育訓練についてみる。

　7社の事例のいずれにおいても，教育訓練は

フレキシビリティ実現の基本条件として重要性

においてフレキシビリテイと同等に強調されて

いる。もっとも典型的かつ最新の事例である

Ley1andTrucksのケースを中心に，若干の特

徴的な諸点について概観したい。包括的改革全

体における位置やフレキシビリテイとの関係

は，つぎの簡潔な指摘のなかによく表明されて

いる。

　　「Leyland　Trucksにおける従業員および

　マネジメントの訓練はそのリーン企業文化全

　体を下から支えている。実際のところ，労働

　組合との労働フレキシビリテイ協定の基礎に

　ある理解は，従業員自身がある職務について

　訓練されている場合にのみ彼らはその職務を

　引き受けるよう要請されるであろうという理

　解に基礎を置いている」（⑦，p．16）。

　訓練なくしてフレキシビリティはありえない

ということであるが，訓練内容については大き

な特徴がある。「もちろん技術訓練は必要であ

る。しかし，会社の事業にとって同じく重要な

のは，新しい作業慣行や品質改善のような生産

の非技術的側面についての訓練である」（同上）。

非技術的な訓練の例としては「チームビルディ

ング，チームダイナミックス，品質意識そして

問題解決手法」（同上）があげられている。

Borg　Wamerでも，重点となったエンジニアリ

ング技術の訓練のほかに，「“事業概況理解”訓

練一消費者の二一ズに合わせることの重要性を

強調一およびグループワーキングの導入を促す

ための対人関係技能の訓練」（①，p，14）にた

いしても時間が割かれた。Swan’Hmterの例で

も，6名ずつの労働組合代表とマネジメント代

表からなる訓練計画作成のための小委員会（議

長は人的資源部長）での議論の結果，1991年に

訓練協定が調印されたが，その4つの特徴の2

番目に「コスト効果的な品質訓練であって，訓

練のための訓練ではない」（⑥，p．10）点が強

調されている。

　コストや品質にたいする従業員意識の高揚お

よびチームワーキングによる独自な生産力の創

造がめざされているのである。この点からも，

英国企業のチームワーキングは小集団活動と一

体化している日本企業の作業方法とは異なるに

もかかわらず，それと同様な意図が込められて

いるし，その基礎となりうることがわかる。

　なお，訓練にさいしては，自社の訓練部門が

中心になるが，同時に，外部の教育訓練機関が
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利用される。たとえば，地方工科大学（Borg

Wamer），エンジニアリング産業訓練会議（Borg

Wamer，MetalBox），プラスチック訓練セン

ター（Metal　Box），海洋・エンジニアリング訓

練連盟（Swan　Hunter）などの例があげられて

いる。自社内の訓練部門を充実させた例として

は，Ley1and　Trucksが代表的である。

　　「Ley1andTrucksにおける訓練の中心は

　今や1993年11月に始まったオープンラーニン

　グセンターである。この新しいセンターでは，

　いかなる従業員も，もしそれが現在の職務に

　関連しておりそして訓練の必要がその従業員

　のマネージャーによって支持されるのであれ

　ば作業時間中に彼らの要求する訓練を受ける

　ことができる。従業員の職務に直接関連する

　のではなくて個々人のキャリア発展に関連し

　た訓練のための作業時間中の作業免除はマネ

　ジメントの判断である。

　　休日の言語学習のような純粋に個人的な訓

　練は，作業時問外で従業員に利用できる。

　　全従業員は七ンターを訪ねて，適切な訓練

　プログラムと訓練方法とを割り出すために

　LeylandTmcks訓練アドバイザーとともに

　うちとけた話し合いを持つよう熱心に勧めら

　れてきた。長い問勉強することのなかった従

　業員に対しては“学習への復帰（Retumig　to

　leam）”と呼ばれる訓練パッケージも利用可

　能である」（⑦，P．16）。

　職務フレキシビリティの徹底とチームワーキ

ングの実現のためには，こうした訓練強化を基

本条件とするほか，労使関係の伝統的な枠組み

の変更をせまるさまざまな改革が必要となる。

こうした種類の諸改革を相互の関連に留意しな

がら，ごく簡単に概括しておきたい。

　チームに異なる職務と等級に属する作業者が

集められ，できるかぎりの互換性や可動性が実

現するのだから，従来の職務分類や等級の数は

その根拠をなくすだけではなくむしろフレキシ

ビリテイの障害となる。フレキシビリティの程

度は，この職務分類や等級の数をどれ程減らせ

るかによって制約される。たとえば，Borg

Warnerは職務区分を45から11に削減してい

る。具体的にみると，従来の機械オペレータ，

組立工，ライン検査工，給油工，据付工および

雑役工の職務を統合した工程オペレータが新た

に登場した（cf，①，pp．13－14）。職務区分を

減らすのではなく，区分自体をなくし，ただ1

種類への集約がめざされるが，現在はその過渡

期と位置づけられるMeta1Boxのようなケース

もある。

　　「長期的には当社は機械操作と生産ライン

　の保全に責任を持つただ1つの生産要員等級

　すなわち電気・機械印刷テクニシャンという

　等級を造り出すことを検討中である。しかし，

　現場における技能が広範囲なため，これは一

　晩では成し遂げられないと考える」（②，p．

　9）。

　British　Gypsumでも，以前の10等級から新

たに6等級制へと移行した。しかし，「元来，

マネジメントは等級数をさらに削減したかった

がこれは組合により抵抗された」（③，p，13）

という。LeylandTrucksでも，スタッフおよ

び生産要員の等級数は13から4つに削減された
（⑦，P．14）。

　こうした職務区分や等級数が減少し，時問給

とかマニュアルと呼ばれる労働者部類と，熟練

工とかスタッフと分類される労働者部類の間

で・作業の互換性が部分的にせよ実現すると，

両者の間に設けられていた賃金以外のさまざま

な待遇上の格差は根拠を失うし，互換性やフレ

キシビリティの徹底にとって現実的にも心理的

にも障害以外のなにものでもなくなる。

　待遇上の格差をなくす試みは，単一身分制

（singlestatus）とか雇用条件の均一化
（harmonisati㎝）と呼ばれる改革で，MetalBox，

Rover，SwanH㎜ter，Ley1andTrucksの4例
では，包括的改革の1つの中心柱を成している。

とりわけ，Leyland　Trucksは包括的改革を2

つのパッケージに分け，うち1つを「フレキシ

ビリテイおよび雇用条件均一化パッケージ」と

特徴づけている。こうした改革の精神や内容に

ついては，Roverの「New　Deal」に比較的詳し
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』砒1．⊥ココU 犬凹＝止1未”’凹抽則以早仁口件血」稻≡’呂 リb

い。

　この協定は，「Roverの明日」のタイトルで，

サブタイトルには「我々は会社への個人／チー

ムの貢献度によってのみ区分される労働者を必

要としている」とある。つまり，所属する組合

や職種によって区別されるのではなくて，区別

の基準は会杜への貢献度だけである，という意

味である・本文の冒頭は，その趣旨をつぎのよ

うに表明している。

　　「Roverは単一身分制の会社となろう。我々

　はすべて従業員であって，ただ一つの区別は

　我々のなす貢献度である。“スタッフおよび

　時問給”という身分間のそれ以外のすべての

　区別には終止符が打たれよう」（⑤，p．15）。

　雇用条件の均一化によって徹廃される主な格

差とは，疾病手当制度，着用する制服，社内食

堂，給与の銀行振込み，休日取得，事則告知期

間の長さなどからなる。この他には，健康保険

や年金制度（Ley1and　Trucks）があげられてい

る。いいかえれば，以前これらは，社内の身分

によって大なり小なり異なる扱いがなされてい

た，ということにならない。

2　英国労働組合と目本的諸慣行

るかぎり速やかに達成するための諸施策，およ

び労働者の積極性と協力を得るための諸方法

が，包括的改革の構成部分として導入されてい

る。このうち，労働組合による合意は，包括的

改革の前述の5つの内容を実現するために通ら

なければならない関門というだけでなく，マネ

ジメントと労働組合との伝統的な関係の改革を

条件としてせまる意味をもっている。

　そのうえ，この改革の特徴がシングルユニオ

ンやノーストライキ協定への方向性であって，

その大きな契機をつくったのが英国に進出した

日本企業であったため，こうした方向の是非を

めぐってT　U　C（英国労働組合会議）内部での

路線対立が，日本的諸慣行の評価をめぐる対立

として現われた。1991年と93年のTUC全国大

会で，日本的諸慣行についての相反する動議が

提出され，いずれも賛成・反対の論戦ののち可

決されるという事態が生じた。

　この論戦のなかには，7事例の1つである

Roverの改革への言及もあり，包括的改革によ

り直接影響を受ける労働者・労働組合の姿勢を

みるばあい，大きな示唆を与えてくれる。この

点に移る前に，7社の改革のうち労働組合関係

の内容をごく簡単にみておきたい。

　前節で7事例についてみてきたように，包括

的改革全体のなかでは，職務フレキシビリティ

とその日常的な基盤でもあるチームワーキング

が中心的な位置を占めている。訓練はその根本

条件であるし，職務分類や等級数の大幅削減は

それらを円滑に実現するための制度的土台であ

り，シングルステータス・雇用条件の均一化も，

やはり待遇面での不可欠の条件を成している。

これら包括的改革案の5つの内容は，すべてそ

ろってはじめてその効力を発揮できるという意

味で，一体とみなすことができる。

　しかし，これらはすべて，労働組合との交渉

による合意の必要な基本的労働条件である。し

かも，フレキシビリティ，チームワーキングや

訓練は，労働者の積極的な姿勢がなければ効果

を発揮しない。そこで，労働組合の合意をでき

11〕7箏例にみる労Ω組合面の改革

　②MetalBoxの4カ年協定にふくまれている

賃金以外の5つの改革の第1にあげられている

のが，マネジメントと4つの組合との間に設け

られた2つの合同委貝会で，どちらも4つの組

合からの代表と4名のマネジメント代表で構成

される。うち1つはコミュニケーションと協議

が目的で，他は合同交渉委員会で労働諸条件を

ふくむ協定の改定を交渉する役割をもつ。後者

は実際上，いわゆるシングルテーブル交渉の場

と思われる。注目すべきは，「交渉中は合法的

争議行為は行わず，非合法争議はいかなる時も

行わないことが合意されている」ことで，争議

行為を狭く限定していることがわか糺なお，

協定案の作成者である人事部長FrankLyttle
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は，この協定を“シングルユニオン主義やノン

ユニオン主義の代替物”と描写している。既存

の4つの組合を承認しながら，シングルユニオ

ンやノンユニオンと同じ効果や効率をもたらす

ということである（cf．，②，pp．8－9）。

　④Ro1ls－Roy㏄で作成された「新しい承認お

よび紛争手続き」は，当杜の「製造戦略にとっ

て決定的に重要」とされ，紛争時の手続きは以

前の5週間から3週間に短縮された。新しい手

続協約の冒頭で，「マネジメントと組合は，発

生する問題の多くは従業員とその直接のマネー

ジャーとの問で決着づけられるべきであること

に合意する」とし，このようなインフォーマル

な解決がとげられないばあい3つの段階の手続

きが用意される。この手続きが尽きたばあい，

会祉は変更実施を5日前に予告する。新しい手

続協約は、労働組合が争議行為に入るための条

件としてつぎの3点をあげる。

　すなわち、①「手続きがすべて尽きた」，②「変

更実行により影響を受ける者の完全な秘密投票

が実施された」，③「投票結果や予定の争議行

為について5労働日の予告が会社に与えられ

た」の3点である。しかし，実際には，協定文

書である“GreenBook”内の事項と予盾する

ような論争点など，そもそも提起されえないこ

とになっているという。また，手続きが完結す

るまでの現状維持を規定した以前の条項は除去

され，「新しい取り決めの下では従業員は論争

点が議論されている間は作業憤行の変更を受け

入れることが要求されることになる」という。

大きな変化である（cf．，④，p．15）。

　⑤Roverの協定でも，「労働組合とマネジメ

ントは，非合法的行動により従業員が自らの作

業場面を明け渡すことになってしまうような状

況はないことを合意する」と，まず強調される。

苦情への対処は以下のような手順を経る。「も

し従業員が受け入れ難いと考える作業事態があ

るならば，彼らは自らの作業場に残りその事態

解決のための議論を開始することが認められ支

給の方は継続される。すべての当事者一労働

組合，マネジメントおよび従業員一は問題点

が議論されている問，“品質生産”を維持する

ため最善を尽くす」。苦情や紛争は，会社・組

合間の手続協定により解決がはかられるが，

「この方法で解決されない苦情あるいは紛争と

いう考えられない事態の場合には，もし両者が

合意すれば仲裁に委ねられ，その結論は両者を

拘束する」，いわゆる拘束的仲裁制度である。

　なお，この協定以前には，スタッフと時間給

従業員についてそれぞれ合同交渉委員会があっ

たが，新協定により単一の合同交渉委員会によ

るシングルテーブル交渉が成立した（Cf，⑤，

PP．ユ3－14）。

　⑥SwanH㎜terで，実際上のノーストライ

キ協定が実施されたのは1986年が最初である。

つぎのように紹介されている。「新SwanHm－

terのマネジメントは暗黙の“ノーストライキ”

協定の導入を望んでいたが，組合はその提案を

拒否した。しかし，1986／87年（そしてそれ以

降のすべての）協定はすべての合法的争議行為

をまさに禁じており，それは……実際のところ

いわゆる“ノーストライキ”協定を他の協定か

ら区別する特徴である。1986／87年の両協定は

以下のように述べる。“会社と組合は1つひと

つの段階の実施に専心する，そして手続が果た

し尽くされるまではいずれの側からも〔進水，

ドック入り，就役や試運転を〕妨げるようない

かなる争議行為も行われないことになる”」（⑥，

P．8）。

　さらに，最終的な合意達成に失敗が記録され，

手続きが完全に尽くされる前に“冷却”期間を

おくことになっている。最終段階は，マニュア

ルおよびスタッフ従業員のばあいは“最終局面

会社会議”で，一方マネージャーと生産部門の

“フォアマン”にとっては，通常AC　A　S（仲

裁裁定委員会）の援助による拘束的仲裁である。

　なお，シングルテーブル交渉については，会

祉側は希望しているものの，組合の方は3つの

別個の協定（マニュアル労働者，技術・事務ス

タッフそしてマネジメントと生産部門“フォア

マン”のそれぞれ別の）の維持を主張しており，

実現していない。
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　⑦LeylandTrucksでは，3つの組合が承認

されているが，完全なシングルテーブル代表制

が成立してい糺公式の組合代表制は従業員代

表委員会（E　R　C）を通してであって，このE

R　Cが会社と合意に達することができない問題

が生じれば，最終段階として拘束的仲裁のため

の条項が手続協定のなかにあるという。

　7事例のうち①B。。gWam。。と③B．itish

Gypsumをのぞいて，包括的改革のなかにシン

グルテーブル交渉とノーストライキかそれに近

い拘束的仲裁が手続協定にふくまれており，交

渉の単純化と争議行為の回避を会社側が強力に

実現しようとしたことがよくわかる。交渉の簡

単化と争議回避の一方で，労働組合を介さず労

働者との直接のさまざまなコミュニケーション

によって会社の実績や日常的な課題を周知徹底

する諸施策の実施が，他とならんで大きな柱と

なっている点も，7つの事例にみる包括的改革

の主な特徴の1つとなっている。

　Rolls・RoyceとRoverの事例では，コミュニ

ケーション施策について以前から実施されてい

たという意味か，とくに触れられていないが，

他の5つの事例はすべてマネジメントと従業員

とのコミュニケーションを包括的改革の重要な

柱と位置づけている。なかでも，Leyland
Trucksの事例は，もっとも系統的というだけ

ではなく，上述のE　R　Cというシングルテーブ

ル交渉の場が同時に「コミュニケーションおよ

び参加戦略」のもっとも中心的な部分とされて

いる点で特徴的である。

　このE　R　Cは，必要に応じて会社幹部と会合

するほか，少なくとも2ヵ月ごとに能力開発や

提案を議論するため，そして変更事項を協定化

するために会合し，その経過は毎週社報として

出版する。同社には，その他に，業務開始前会

合（課あるいはチームごとに毎日5－10分程

度），基幹工の会合（毎日，生産の現況や計画

の検討），継続的改善会合（課あるいはチーム

ごとに改善点の検討のため，多くは週1時間），

訓練および能力開発インタビュー（現在は年1

回），グループミーティング（少なくとも年2回，

事業の概括や将来計画の検討），事業概括会合

（年2回以上，会社からのプレゼンテーション，

質問可），会社幹部との会合（週2回以上，約

1時問，会社目標や従業員の関心事を討議），

週刊誌発行（人事部編集），従業員態度調査（外

部コンサルタントによる），一般的コミュニケー

ション（掲示，標識やレポート）が挙げられて

いる（cf，⑦，P．15）。

　これらにより，会社の現状，計画や課題を，

積極的かつ組合を介さず直接に従業員に訴え関

心や協力を獲得し，同時に会社への批判を吸収

して，組合の影響力を低下させようとしている

ことがよくわかる。

12）シングルユニオン協定による改革と目本

　　的諸旧行

　7事例でみた包括的改革は，80年代後半期以

降のごく新しい事象であるだけに果たして英国

企業全体にどれほどの広がりをもつかは明らか

ではないが，参考にしうる若干の調査は存在す

る。IRRR誌（1995年1月よりEmployment

Review－ER一と改称）は包括的改革を個別企

業の事例で紹介・分析するとともに，とくに

1992年以降に各種調査などを行い普及度や傾向

を検討している。すなわち，①英国全体で

150から200件までと推定されているシングルユ

ニオン協定のうち確認できる149事業所にアン

ケートを送り37事業所から回答を得た調査（92

年夏実施）旧〕，②雇用省の依頼でIRS社が

行った「日本企業が英国の雇用および作業慣行

に及ぼす影響」に関する文献研究（93年3月）’4〕，

③英国で操業しているエレクトロニクス企業

のうち無作為に選んだユ26社への質問状に回答

のあった33社についての作業慣行および従業員

関係戦略に関する調査（94年11月アンケート実

施ジ丘），④上と同様な項目を自動車部品供給

企業23社に対して行った調査1伍〕，がある。

　調査対象となっている企業・事業所はそれぞ

れ異なるし，調査の意図も，とくに①の場合シ

ングルユニオン協定に大きな重点が置かれてい
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る点で他の三つと区別される。しかしこの①も

含め大半の調査項目は7事例の包括的改革に共

通にみられる主要事項をすべて質問事項として

含めている。紙幅の制約もあり，ここで細部の

検討を行う余裕はないが，本稿の課題に関連し

て注目したいのは，主な調査事項は大半が日本

企業の憤行あるいは日本的手法であることがい

わば前提とされており，それらの英国企業への

浸透度や影響を明るみにしようという点が共通

の一つの最も奉本的な意図となっていることで

ある。そこでこの点に関して最も包括的な①を

中心にしかしごく簡単に触れておきたい。

　1980年代後半期以降，英国の企業経営や労使

関係の領域で一つの焦点となっているシングル

ユニオン協定は，典型的には次の6つの要素を

備えている。すなわち，⑥交渉権が与えられる

のは一組合のみ，⑤マニュアルおよびスッタフ

従業員に対する単一身分制（si㎎le　status），◎

一般に経営協議会（companycouncil）を基盤

とする従業員コミュニケーションおよび参加の

システム，③労働フレキシビリティおよび伝統

的なデマケーションの除去，⑤ノーストライキ

条項，①振り子仲裁制度，の以上6つである’η。

これはI　R　SがPhilipBassettの研究成果を基

に整理したものである’昌〕。このうち⑤は最も狭

い又は本来の意味でのシングルユニオン協定の

ことを指しているが，80年代以降のシングルユ

ニオン協定には典型的には⑤以下5つの要素が

備わっている点が特徴で，英国の企業経営や労

使関係の伝統的な枠組みを否定する意味を持っ

ているm〕。

　ただし，⑤以下5つの要素はいずれも単独で

はシングルユニオン協定に独自と言うわけでは

なく加〕，「“パッケージ”協定がおそらく鍵とな

る用語であろう，というのは協定が創り出そう

とねらっているのは，いわゆる“ノーストライ

キ”条項のようなどれか一つの要素一それは現

実には大きな意味をもっている一というよりむ

しろ諸要素の組合せ，それらの相互関連性そし

て合意重視の労使関係という企業風土だからで

ある」刎と指摘されている。こうした「パッケー

ジ」としてのシングルユニオン協定が最初に締

結され，「それ以降の協定のモデルとして用い

られた」のは東芝の英国子会社（Toshiba　C㎝一

sumer　Products）とE　E　T　P　U（電気・電子・

電信・配管工組合）との間の協定で上述の6つ

の要素をすべて備えていた22〕。ただし，I　R　S

によれば6つの要素のうち⑨と①を除く4つを

備えたシングルユニオン協定については，すで

に1969年11月にCadburyがTGWU（運輸一
般労働組合）のみを承認した時にさかのぼる珊〕。

なお，この両者の協定に要素①すなわち紛争解

決のための振り子仲裁制度がつけ加えられたの

は1982年のことである24〕。

　シングルユニオン協定は日本企業に固有と言

うわけでは決してないのに，その拡がりが日本

的諸慣行の英国企業への適用・普及一いわゆる

ジャパナイゼーションーという脈絡の中で扱わ

れるのは，英国東芝の締結した協定がその後の

モデルとなっていることや，他産業への影響の

大きい自動草産業で全国的な注目と関心が集ま

る中，英国日産が1985年4月にAUEW（合同
機械工組合）と結んだのがやはり典型的なシン

グルユニオン協定であったこと拓〕，その後もこ

の種の協定を締結する企業の中では日本からの

進出企業の比重が高いことなどを主な背景とし

ている。

　前述のI　R　Sによるシングルユニオン協定調

査（ユ992年実施）によると，回答のあった37事

例のうち日本企業の英国進出工場は15件（他は

英国企業10，ドイッ4，アメリカ合衆国2，ノ

ルウエー2など）を占める加〕。また，5要素ま

たは6要素すべてを含む最も典型的なパッケー

ジとしての協定をもつ15事例のうち7つは日本

企業の進出企業（他に日・米合弁企業が1，英

国企業は4）と日本企業の比重が断然高く，シ

ングルユニオン協定を日本的慣行と関連づける

根拠となっている。

　団体交渉権を承認された組合の数とは関係な

しに，作業・製造や従業員関係面での改革動向

を調査したのが前述の③と④である。両者とも，

1）チームワーク，職務フレキシビリテイ，ク
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オリティ・サークル，TQMやJITなど日本
企業で独自な発展を遂げたと一般に認められて

いる製造および作業面での諸憤行が英国にある

工場にどれほど適用が浸透しているか，そして，

2）それが同時に従業貝関係の諸施策にいかに

影響を及ほしているのか，という大きく分けて

2つの側面を扱っている。ただし，③は対象を

エレクトロニクス産業に絞っている反面，日本，

北アメリカ，英国企業のそれぞれが所有する工

場の対比を意図に加えている。また④は，日本

的諾慣行が自動車部品供給工場にどれ程普及し

影響を及ぼしているかの調査を目的としてい

る。この産業に注意が集まるのは，現に日本で

そうであるように，自動車産業全体の競争力を

高める上で部品供給企業の果たす役割が重要な

ことに起因する。

　実際にも，英国の貿易産業省は日本の自動車

部晶企業の作業憤行を研究することで，英国の

自動車部晶産業を品質や生産性の面で“ワール

ドクラス”へと成長させるための援助を意図し

た「LearningfromJapan（LFJ）」という2
年間プログラムを1994年2月に開始した刎。い

ずれにせよ，日本的諸慣行が英国の産業や企業

全般にどの程度の普及や浸透を遂げているかの

把握は，70年代末以降の経過をもつクオリ

テイ・サークルについてある程度可能である以

外，事態の進行そのものが80年代後半期以降の

ごく最近のことであり，上述の③と④ともに狭

く限られた範囲での調査にすぎない。しかも，

こうした一部の英国企業で進行しつつある諸改

革ですら日本的諸慣行と一般に目なされている

様々の手法や制度と全く一致するのかどうか

は，QCサークルとクオリティ・サークルの場

合の様に王8〕比較検討の余地と必要性はある。

　このような比較作業の中では，一般に日本的

諸慣行とされている諸手法への理解を深める必

要が改めて提起されると同時にその解明の鍵が

得られることは明らかであろう。しかし本稿の

残された紙幅で個々に比較を進める余地はな

い。ここでは，これまで見てきた諸事例や若干

の調査などにより確認される英国企業の諸改革

の方向に対する英国の労働組合の対応に注目す

ることで，モデルとされた日本的諸慣行のもつ

日本国内では表面化しにくい側面を浮き上がら

せてみたい。

13〕目本的詣n行をめ＜る莫国労O組合の対応

　7事例とシングルユニオン協定調査にみる改

革の方向をJapanizationと特徴づけることが適

切かどうかは別としても，日本企業における諸

慣行との収鮫を示している点は否定できない
　　　　　　　　　　　　　、が，その違いは両国の労働組合の性格や姿勢に

もっとも著しい。したがって，英国の企業と労

働組合で進行しつつある上記の諸傾向を，英国

の労働組合自体がいかに受け止めているかをみ

ると，こうした傾向の示す特徴をすでに確立し

ている日本企業の諸慣行がどのように評価され

ているかがわかるし，日本企業の諸憤行の評価

を客観化するうえで貴重である。

　1991年のTUC第123回全国大会で，MSF
（製造・科学・金融労働組合）から第13動議と

して「英国内向投資（Inward　Investment）」が

提案された。この提案は，英国が高い経済基盤

をもつヨーロッパの低賃金国として外国企業か

らの直接投資の魅力ある対象地域になっている

としたうえで，以下のようにつづける。

　　「このような投資がこの国の産業基盤を強

　め職と熟練の創造に寄与する場合には歓迎さ

　れるであろうが，それは英国の労働組合と関

　係するセクターで交渉される労働諸条件を侵

　食しない限りでのことである。

　　最近のいくつかの日本企業のプロジェクト

　が労働組合組織に対する異質な（alien）手

　法を持ち込んでいることを大会は確認する。

　その手法とは以下を含む。

　　（1〕会社組合，ここでは労働者ではなく会社

　が従業員を代表するのはどの組合かを選ぶ。

　　（2）ホワイトカラー従業員の代表は実質上ど

　の組合からもない。

　　（3）ノーストライキあるいは強制的仲裁条

　項。
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　　（4）経営者より押し付けられ，当該産業や関

　係する会杜での確立されたマルチユニオン協

　定を無視するシングルユニオン協定。

　　それゆえ，大会は非T　U　C組合の動きにさ

　らに積極的に反対し，関係するセクターの交

　渉協定と調和する統一的組合手法を，すべて

　の新しい国内向投資企業に向けて開発するこ

　とを総評議会に求める」珊〕。

　この動議は，もちろん日本企業の対労働組合

姿勢への批判であるが，同時により直接的には，

進出した日本企業の新設工場で承認を得るため

にシングルユニオンや実質的ノーストライキ条

項など英国の労働組合の伝統に反する内容を協

定に盛り込む特定の労働組合（とくに，E　E　T

P　U）にたいする批判が込められている。

　当然のように，外国からの進出工場を組織拡

大の好機ととらえる労組からは，この動議が日

本からの直接投資そのものを否定している，と

の反対意見が出された。翌年E　E　T　P　Uと合併

するA　E　U（合同機械工組合）は，この動議に

たいして，「日本からの直接投資により，英国

において91工場で50，000人分を下らない職が生

み出されているのに，それがエイリアンと呼ば

れている」珊〕と非難し，AE　Uがシングルユニ

オン協定を締結した工場では，賃金，訓練，疾

病手当，休日，年金制度はいずれも良いし，ホ

ワイトカラーとブルーカラーの労働条件も均一

化していると強調する。

　GMB（一般自治体ボイラーメーカ」労働組

合）も，この動議は日本企業だけを問題にして

いるが，同様な方法をとっている英国企業をい

くつもあげることができる点や，英国の労働組

合の伝統に抵抗している多国籍企業は日本に限

られないことなどから反対している3’〕。動議そ

のものは，M　S　Fが提案趣旨説明をおこない，

T　GWUとTU　C書記長が日本企業による英国

投資自体は歓迎するなど条件をつけながら支持

し，上述A　E　UとGMBの反対表明の後，MS

Fが反論し，最後にTU　C書記長が改めて条件

を確認し支持を訴えたうえ可決されている。

　この動議で日本企業の対労組施策とともに批

判の対象となったEETPUとAEUは，1992
年5月の合併により新たにAEEU（合同機
械・電気工組合）を結成し，T　U　Cへの復帰を

果したあと，1993年の第125回全国大会で英国

製造業の復興を訴える「製造業（Ma㎜factur－

i㎎）」という共同動議（第14）を，EM　S（技

師・管理者組合）とともに提出する。この共同

動議は全体としては，製造業への十分な長期的

資本投下や研究開発の重要性を強調するのが基

本趣旨であるが，同時に，91年大会の上述第13

動議の意図を打ち消すねらいをもっている。そ

のねらいは，以下の第5パラグラフに示されて

おり，この部分が討論の焦点となった。

　「英国製造業が外国人所有会社と競争できる

ような条件を労働組合が造り出してきたことに

大会は注目する。とりわけ日産やトヨタとの間

で交わされたような組合協定はもはや“異質な

（alien）”作業慣行とは見なされず，Roverの

ような会社によって真似られてきた」鋤。

　このパラグラフの意味は，英国製造業や研究

開発への投資の低さについては政府を非難すべ

きであるが，労働組合もまた外国企業が英国へ

投資しやすい環境をつくるという役割をはた

し，寄与できるという点である。AE　EUの代

表は提案趣旨説明で，この点をつぎのように表

明している。

　　「我々はいつも政府に非難の的を向けがち

　であって，それは正しい。労働組合にも果た

　すべき役割はある。我々の組合が参加した先

　駆的な協定はこの国の製造業成功に莫大な貢

　献をしている。我々は外国企業の英国内投資

　を引きつけるような風潮の創造に役立ってき

　た。我々は最善の作業慣行を適用し続けなけ

　ればならない。それが高賃金の保証であり雇

　用保障に大いに役立つことになろう」珊〕。

　ここで，「先駆的な協定」と高く評価してい

るのは，主として日本企業との問そ締結した協

定のことで，まさに1991年大会の第13動議が非

難の的とした協定に他ならない。この第14共同

動議にたいして，まずT　GWUが保留をつけた。

それは，上の第5パラグラフのうちのとくに

英国企業の包括的改革と日本的経営
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Roverが，日産やトヨタの協定を真似ていると

いう部分である。両者にはきわめて重要な違い

がある，とTGWUは主張する。つまり，たし

かに今やチームワークのような日本企業のいく

つかの作業憤行は，Roverをふくめヨーロッパ

や英国の製造業に広がっているが，それは，日

本その他の企業と競争上必要であって，労働組

合面は別というのである。なお，ここでRover

の協定とは，7事例の1つとしてあげた包括的

改革を含む協定のことで，TGWUはこの
Roverで350名を上回るショップスチュワード

（職場委員）を擁しているという。Roverと日

産やトヨタの協定の違いについて，つぎのよう

に指摘されている。

　　「我々は今日，シングルテープル交渉協定

　を確かに持っているが，我々の地方および全

　国役員が協定および規律手続の両方に参画す

　るための機関がある。平日および週末の強制

　的超過勤務はない。臨時工やパートタイム労

　働の一方的な使用はない。相互に合意される

　なら，適切かつ同一の賃金や諸条件がすべて

　の従業員に支払われる。最後ではあるが重要

　なことに，団体交渉の崩壊へと導くに違いな

　い個人契約や業績給体系はない。要するに，

　職務保障に関わる1つの重要な条項一“終

　身職務Gobsforlife）”と呼ばれている一

　以外は我々の協定の方が断然すぐれてい
　る」ヨ4〕。

　両者の違いを強調しているが，日本企業との

協定の評価がA　E　E　Uとはまったく逆であるこ

とがわかる。この第5パラグラフヘの批判にも

かかわらず，T　GWUは共同動議への支持を呼

び掛けている。つづいて意見表明したG　PMU

　（印刷・製紙・マスコミ組合）の方は，この第

5パラグラフヘの反対のゆえに動議そのものへ

の反対を強く訴えている。その主張がもっとも

よく示されているのは，つぎの部分である。

　　　「労働組合や労働者は英国産業を蘇らせる

　という役割，決定的な役割を確かに持ってい

　るが，これは何もAE　EUの独占的権限とは

　何の関係もないし，強制的仲裁ともまた組合

⊥∪■

　の統制の外にある従順な社内協議会とも何の

　係わりもない。そして我々が日本を含め他の

　国から学ぶことができることは明らかである

　としても，それは真の労働組合，会社から独

　立した組合についてなどではないと言いた
　い」35〕。

　この反対意見につづき，AE　EUの代表が反

論し，支持を訴えたあと，共同動議は可決され

る。こうした経過をみると，日本企業の諸憤行

にたいする評価の違いは英国労働組合の路線上

の対立をもっとも鮮明化させる領域の1つと

なっていることがわかる。日本企業の労組承認

の方法を批判する側は，その方法を美人コンテ

スト（beautyc㎝test），競り下げ競売（dutch

auCti㎝）と非難し，他方は，そのコンテスト

に敗れての泣き言とやり返すなど対立は深刻で

ある。なお，T　U　C最大の単組であるT　GWU

は，どちらの動議にたいしても条件付で賛成し

ている。

　英国労働組合による日本的諸慣行にたいする

見解としては，すでに1981年4月に発表された

T　U　Cの対クオリティ・サークル指針がある。

その後も，T　U　C傘下のいくつかの大規模単組

が，クオリティ・サークルにたいして意見表明

や批判をおこなっているが，なぜ90年代に入る

とTU　C全国大会で動議が提出されたり，それ

をめぐって激しい議論が交わされるまでになっ

たのか。7事例でみた包括的改革に示されるよ

うに，80年代末になって改革が労働組合面にま

でおよんだからである。とりわけ，従来の英国

労働組合の民主的伝統を脅かすシングルユニオ

ンやノーストライキ協定が普及しはじめるにい

たって，批判や反対が高まるのは，きわめて健

全な対応といわなければならない。

　包括的改革に労働者がいかに対応したかが多

少ともわかるのは，Roverの事例のみである。

ここでは，組合リーダーは新協定を熱心に支持

したにもかかわらず，組合員による賛否の投票

結果は，11961票対11793票という過半数ぎりぎ

りの承認であったという（cf．，⑤，p．15）。別

の事例であるが，日本的諸慣行にもっとも寛容
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なEET　PUですら，英国フォードの労働者が

1988年2月，日本的諸憤行導入をふくむ協定反

対でストライキに突入したさい，8つのマニュ

アル労働組合の1つとして，会社の最終提示の

賛否を問う郵便投票で854票対2ユ2票で拒否の結

論を下し，最初からストライキに参加してい
る舶〕。

　このときの作業方法変更に関する提案は，

「自．動車産業でこれまでになされた最も遠大な

もの」帥といわれ，チーム作業方式，熟練労働

者と不熟練労働者との間のフレキシビリティ，

クオリティ・サークルに似た品質討議グループ

の導入，需要のピーク時における臨時工の導入

の4点がふくまれている鋤。2週間におよぶこ

のストライキ中に掲げられたある横断幕には，

「We’re“Brits”not“Nips’’」舶〕とあった。さす

が組合役員によりすぐ取り除かれたというが，

作業慣行面の改革にたいする抵抗の大きさを示

す象徴的なできごとである。

　本稿でとりあげた7事例はいずれもこのスト

ライキ以降であって，この大規模ストライキは，

改革が包括的な内容を備えなければならないこ

とを強く示唆したと思われる。

むすび

　本稿では，日本と同じく高度に発達した資本

主義国でありながら，労使関係や労働組合の性

格という点で対照的な英国企業における諸慣行

の改革過程を，日本企業の諸憤行との対比を念

頭におきながら，若干の典型例でみてきた。

　英国企業の生産・労働・労使関係面の伝統的

諸慣行が，徐々にではあるが大きく変わろうと

していること，その改革の方向は高度経済成長

期の日本企業で確立した諸憤行との類似性を

もっていること，しかし両者にはいまだ大きな

差異があることが明らかになった。日本的諸憤

行の導入に積極的なのは経営者であって，企業

問競争の激化や国際化によってその導入を強制

されている一方，労働者や労働組合はそこにふ

くまれている意図の危険性には慎重に対応して

おり，導入を認めるばあいでも，団体交渉重視

などの伝統の枠の維持が前提となっている点も

明らかである。

　目本企業で発達した作業憤行には，職務フレ

キシビリティにせよチーム作業方式やQ　Cサー

クルにせよ，企業問競争が強制するコスト低減，

品質向上や納期短縮の要請を労働者やその小集

団に直結させるという意図が込められている。

すなわち，企業問競争から生じる要請があたか

も労働者個人や集団自身の使命であるかのよう

に，また彼らが進んで取り組まなければならな

い課題として提起される。したがって，現に日

本企業で多くみられるように，これら諸慣行は，

労働者や組合の側からの規制が働かなければ，

過密労働と時間外労働をしかもしばしば無償で

という前近代的傾向を生み出す土壌となる。日

本企業の一面を特徴づける過労死の広がりは，

日本企業の諸慣行が労働者の健康と安全を脅か

す，と言う意味で限界に達していることを物

語っている。

　日本企業の諸慣行をその労働者にとっての危

険性から切り離して英国企業への適用がどの程

度可能であるかの試行が，現に進行しつつある

改革の一焦点であると思われる。英国企業で生

じつつある事態は，日本企業の諸慣行の適用に

さいして，労働者の側からいかに規制を加え，

むしろその権利維持と労働者の多面的発達の基

盤となりうるかの試金石の意味をもちうる。

　日本企業で発達した諸憤行が，もし英国企業

において労働者の権利や利益と両立することが

できるのであれば，日本企業では不可分な前近

代性や後進性との分離の可能なことを証明する

ことになるし，日本企業においても，その進歩

性と先駆性を前面に出し，真の意味で質的な高

度化の可能性をも示唆することになろう。日本

の労働組合が日本的諸慣行に抵抗していないか

らといって，労働者までがそれに満足し，問題

を感じていない，と言えるわけがない。しかし，

日本企業で改革の動きが生じるとしても，とり

あえずその現実の認識から出発しなければなら

ないし，本稿でとりあげた英国における諸事例
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の考察は，その認識を客観化するうえでの1つ

の材料となりうる。

　とはいえ，本稿でとりあげた英国企業におけ

る包括的改革の動きは，1980年代末以降のごく

最近の事象であり，進行過程の只中にあるため，

比較研究による日本的経営の特質の考察といっ

ても，その端緒が与えられた程度である。最後

に，資料的制約もあり本稿では扱えなかったが，

比較研究と日本的経営の特質解明とを統合する

うえで重要な意味をもつ2つの点に言及してお

きたい。

　本稿でみてきた英国企業の改革事例はいずれ

も単一企業内の改革であるため，日本的経営の

雇用面以外の特質で生産や労働面とならぶもっ

とも重要な特質といえる下請制度や社外工利用

について知ることはできない。まったく同一の

制度や慣行はないとしても，部分的に紹介され

ているように，部品供給業者との関係の改革と

か臨時工やパート労働者の利用増加によって，

この面での“日本化”も多かれ少なかれ進行し

ていると思われる。

　もう1つは，諸事例のなかで断片的にのみ扱

われている監督制度や中間管理者の問題であ

る。監督制度の変革は，日本企業の作業慣行面

の改革にとって中心的な意味をもったが，英国

企業の事例のなかでは，むしろ監督者に代わる

チームリーダーの登場とその役割が強調されて

おり，より詳細な比較検討を必要とする。英国

の事例では，中間管理者の扱いも改革にたいす

る批判者の側面が指摘されている。英国企業で

は，監督者や中間管理者は労働者の特別な部類

として独自な組合をもっており，経営方針にた

だ忠実に従うだけの存在ではない。日本企業の

監督者や中間管理者をみると，トップの方針や

計画を部下に徹底させる面のみに目を奪われが

ちであるが，トップとは異なる視野をもつのは

むしろ当然で，日本企業のばあい，この点が表

面化しにくく，1つの問題領域として独自な取

組が必要となる。

　本稿が試みた日英比較は，素材の範囲がかぎ

られているため，上の2点をふくめ，むしろ課

題として新たに提起される個々の問題の方が多

くなるのは避けられないが，今後の展開の出発

点と位置づけることは可能である。
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